鹿屋市特産品販売推進支援事業計画書
年　　月　　日　
鹿屋市長　　　　　　　様
１　申請者及び事業の概要
	申請者
	

	住所（法人の場合は市内の本店、支店、営業所等の所在地）
	

	製造・加工場の所在地（上記の住所と異なる場合）
	

	連絡先
	担当者名　　　：
電話番号　　　：
メールアドレス：

	機械の導入により生産
能力の向上等を目指す
食品名
	

	上記食品で使用する原材料のうち、鹿屋市産の農林水産物等（該当するものに☑）
	□牛肉　□豚肉　□鶏肉　□牛乳　□さつまいも
□ピーマン　□茶　□サラダごぼう　□水稲
□うなぎ　□カンパチ　□その他（　　　　　　）

	導入する機械名
	

	機械を導入する目的
	

	機械の仕様
	

	上記機械の導入で期待する効果（該当するものに☑）
注　括弧内に具体的な
内容を記入すること。
	· 品質の向上
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
· 生産能力の向上
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
· 販路拡大
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	機械の導入に要する経費
	市補助費（Ａ）
	自己負担（Ｂ）
	その他（Ｃ）

	
	
	
	

	
	合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）　　　　　　　　　　　　　円

	事業実施スケジュール（予定）
注　導入する機械は、申請日の属する年度内に運転を開始すること。
	発注日：　　　年　月　日
設置日：　　　年　月　日
調整期間：　　　年　月　日～　　　年　月　日
運転開始日：　　　年　月　日

	ふるさと納税返礼品取扱事業者としての登録状況
（該当するものに☑）
	· 登録済み
· 本年度登録予定

	ふるさと納税返礼品としての登録状況
（該当するものに☑）
	導入した機械を使用して製造又は加工する食品を

· ふるさと納税返礼品として登録済み
（前年度寄附申込件数：　　　件）

· ふるさと納税返礼品として申請済み（登録待ち）
· 本年度登録予定


２　機械導入後の運用体制
　(1) 人員体制について（該当するものに☑）
　　　□ 現在の人員体制で対応可能

　　　□ 新たに人員を雇用することで対応予定

　　　□ その他（　　　　　　　　　）

　(2) 設置場所について（該当するものに☑）
　　　□ 現在の作業エリアの空きスペースに安全に設置可能
　　　□ 現在の作業エリアのレイアウト変更で安全に設置可能
　　　□ その他（　　　　　　　　　）
　(3) 導入する機械の稼働率（見込み）について
　　　導入する機械の稼働日数（　日）／年間の操業日数（　日）
　　　（注　補助金の交付決定を受けた年度（導入年度）の翌年度の稼働率（見込み）について記載すること。）
３　市場環境の分析
　(1) 市場性（想定される市場、市場におけるニーズ、将来性、利用シーン等）
　(2) ターゲット（販売したい客の性別・年齢層・所得層等）

　(3) 競合先（想定される具体的な競合相手、既存の類似食品とその価格帯等）

４　これまでの販売実績（直近３年分）　
	年度
	分類※
	売上高
(単位：千円)
	売上高詳細（単位：千円）

	
	
	
	ふるさと納税
	自店舗販売
	ＥＣサイト
	小売店
	その他

	
	Ａ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｂ
	
	
	
	
	
	

	
	Ａ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｂ
	
	
	
	
	
	

	
	Ａ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｂ
	
	
	
	
	
	


　　※　Ａ：全体の売上高
　　　　Ｂ：Ａのうち導入する機械を使用する食品（補助対象食品）の売上高

５　売上の計画（単位：円）
	
	分類※
	売上高
(単位：千円)
	売上高詳細（単位：千円）

	
	
	
	ふるさと納税
	自店舗販売
	ＥＣサイト
	小売店
	その他

	１年目
	Ａ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｂ
	
	
	
	
	
	

	
	具体的根拠
	

	２年目
	Ａ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｂ
	
	
	
	
	
	

	
	具体的根拠
	

	３年目
	Ａ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｂ
	
	
	
	
	
	

	
	具体的根拠
	

	４年目
	Ａ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｂ
	
	
	
	
	
	

	
	具体的根拠
	

	５年目
	Ａ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｂ
	
	
	
	
	
	

	
	具体的根拠
	


　　※　Ａ：全体の売上高
　　　　Ｂ：Ａのうち導入する機械を使用する食品（補助対象食品）の売上高
６　上記５で記入した売上の計画達成のための具体的な取組（販売方法、販売先の業態・地域、アプローチ方法、ＰＲ方法等）

７　誓約事項（該当する場合は☑を記入してください。）
□　鹿屋市特産品販売推進支援事業計画書に記載している事業の対象経費に対して国、県その他公共団体からの助成金、交付金等の交付を受けていません。

８　添付書類
(1) 市内に事業所又は住所を有することを確認できる書類（定款、登記事項証明書等）

(2) 導入する機械の見積書（原則２社以上のもの）及びカタログ

(3) 導入する機械を使用して生産する食品のリスト
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